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はじめに
　筆者は先に、2000 年代以降の日本・東アジア間の分業構造の一端を明
らかにするという観点から、日本企業の海外事業活動について 1970 年度
から毎年度調査している経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』に
基づいて、中国（本稿では香港を除く中国本土を指す）や NIEs（新興工
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業経済群。韓国、台湾、香港、シンガポールを指す）2 か国・2 地域のう
ち香港を除く NIEs3（韓国、台湾、シンガポール）、1967 年発足当初か
らの ASEAN（東南アジア諸国連合）加盟国（原加盟国）のうち NIEs に
分類されているシンガポールを除く、いわゆる ASEAN4（マレーシア、
タイ、インドネシア、フィリピン）における日系企業（製造業）の行動
様式について、全日系企業や在アジア日系企業と対比しつつ、（a）販売
先別売上高構成、（b）調達先別仕入高構成、（c）現地法人と日本の親企
業間の企業内分業度、（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引
の状況、そして最後に（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響と
いう５つの側面から考察してきた（１）。しかしながら、そこでは基本的に
中国や NIEs3、ASEAN4 における日系企業を個々別々に取り上げている
ために、比較的視点からの東アジア３地域における日系企業の特徴につ
いて総体的に検討することはほとんどできなかった。
　そこで本稿ではこれら拙稿で使用した統計に最新資料を加えて整理・
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加工し、比較的視点から改めてアジア、中国、NIEs3、ASEAN4 におけ
る日系企業の行動様式の特徴について上記の 5 つの側面から考察するこ
ととしたい。検討対象は製造業全体、ならびに主要業種である輸送機械、
情報通信機械、電気機械の 3 業種とする。また対象時期を基本的に 2001
年度以降とする。なお、本稿でも NIEs のうち香港を考察対象から除外
している（２）。
　
Ⅰ　日本の直接投資に占めるアジアの地位
　まず最初に日本の直接投資に占めるアジア地域の地位についてみてお
こう。表１によれば、国際収支統計ベースでみた日本の対外直接投資残
高（資産）は終始増加傾向を示し、2000 年～ 2015 年には 4.52 倍に増え
ている。日本の貿易額が 2000 ～ 2002 年から 2013 ～ 2015 年にかけて 1.83
倍（輸出額は 1.57 倍、輸入額は 2.16 倍）であったから（３）、日本の対外
直接投資残高（資産）の伸びは貿易額の伸びを大幅に上回っていること
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になる。
　1996 年～ 2000 年間にアジア向けは一挙に残高では約 300 億ドル減、
比重で約 13 ポイント減となった。中国、韓国以外は残高・比重とも軒並
みに減少し、特にタイとインドネシアの落ち込みは際立っている。これ
は 1997 年半ばにタイを襲った通貨・金融危機がアジア全域に拡大し、
1998 年には一部の地域を除いて大幅なマイナス成長を記録したために、
日本企業が新規の直接投資や設備投資を手控えただけでなく、撤退をは
じめとする巨額の投資回収を行ったからにほかならない。
　ところが 1999 年に早くもアジア全域で大幅なプラス成長に転じると、
日本のアジア向け直接投資も再び増加する。2000 ～ 2015 年間で 7.28 倍
増となった。これは世界全体平均4.52倍を大きく上回っている。この結果、
アジアのシェアは 2000 年の 17.7％から 2015 年には 28.5％となり、EU を
再度逆転し、米国に迫る勢いをみせている。なかでも中国は同期間に 3.1％
から 8.6％へと急増した。この間のアジアのシェア増加分の半分以上を中
国が占めている（ただし、2012 年 9 月に日本政府による尖閣諸島の国有
化によって日中関係が急激に悪化したために、2012 年から 2015 年にか
けて残高は増えてはいるものの、比重は低下している）。なお、アジア通貨・
金融危機時に大きく落ち込んだタイとインドネシアに関しては、タイが
その後急回復しているのに対してインドネシアは停滞した状態が続くと
いう対照的な動きを示している。
　次に表２によれば、2014 年末現在の日本の直接投資残高（資産）の業
種別構成は世界全体では製造業が 46.2％、非製造業が 53.8％であった。
アジアでは製造業投資が世界平均を大きく上回る 57.9% を占め（ただし
2010 年末は 65.2％であったから（４）、この間に製造業の比重を大きく減ら
している）、そして日本の製造業投資のうちアジアが 36.4％を占めている
ことは注目される。このことは、アジアが日本の製造業投資の一大拠点
となっていることを示している。
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　アジア地域を個別にみると、中国や台湾、タイ、マレーシア、フィリ
ピンでは製造業投資が全投資額の 60％超を占め、またインドネシアもア
ジア平均よりも高い。このうち中国は製造業では多い順に輸送機械器具
（14.5％）、電気機械器具（13.4％）、一般機械器具（11.5％）、化学・医薬（7.0％）
となっているが、中国はほとんどの業種でアジアでは最も多く日本の直
接投資を受け入れている。また、台湾とフィリピンでは電気機械器具が
それぞれ 31.9％、20.4％、タイとインドネシアでは輸送機械器具がそれぞ
れ 21.2％、25.8％、マレーシアでは化学・医薬が 25.4％を占め、一業種へ
の特化度が高い。
　韓国では製造業のシェアは 2010 年 60.0% から 2014 年 48.8％へと一挙
に半分を割り込んだ。 ただし、化学・医薬はこの間に 11.9％から 17.7％
へと増加し、非製造業のサービス業（同期間に 17.9％から 13.9％へ）、金融・
保険業（同 12.6％から 13.5％へ）を上回って首位に躍り出ている。
　他方、香港とシンガポールでは非製造業投資が過半を占めている。い
ずれも 1 位が卸売・小売業、2 位が金融・保険業となっているが、香港
ではこの 2 業種だけで全体の 57.6％を占めている。製造業分野では香港
で電気機械器具、一般機械器具が、またシンガポールでは食料品、化学・
医薬、電気機械器具が相対的に高い比重を占めている。
　なお 2014 年時点での直接投資残高の項目別構成比をみると、全体で株
式資本 62.0％、収益の再投資 23.3％、負債性資本 8.9％であった（５）。こ
のうち収益の再投資の比重を地域別にみると、アジア 29.1％、米国
27.5％、EU11.8% であった。アジアが最も高く、また米国も平均を上回っ
ているが、EU は極めて低い。これは日系企業の地域別収益率の違いを
示すものであろう。アジアの中では中国が 25.3％、NIEs が 33.9％（うち
韓国 47.9％、台湾 46.4％、香港 26.2％、シンガポール 24.6％）、ASEAN4
が 33.9％（うちタイ 38.5％、マレーシア 27.9％、インドネシア 27.9％、フィ
リピン 24.4％）であった。韓国、台湾が際立って高く、タイもかなり高い。
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中国はアジア平均よりも低くなっている。
Ⅱ　在アジア日系企業（製造業）の行動様式
　まず日系企業（製造業）の海外生産比率の推移を表 3 でみると、海外
進出企業ベース、国内全法人ベースとも、いわゆるリーマンショックが
勃発した 2008 年度に落ち込んでいるものの、ほぼ一貫して増加している。
海外進出企業ベースでは 2000 年度 29.0％から 2014 年度 38.2％へと 9.2 ポ
イント増え、また国内全法人ベースでは同期間に 11.8％から 24.3％へと
一挙に倍増している（12.5 ポイント増）。
　本稿での検討対象業種についてみると輸送機械が際立って高い。特に
近年は増勢が著しく 2014 年度は 46.9％となった。情報通信機械も国内全
法人ベース平均よりは高いが、2000 年代後半に海外生産比率が低下した
ことを反映して 2014 年度時点でもかつての比率まで回復していない。こ
れは他の業種にはみられない情報通信機械の特異な点となっている。電
気機械は 3 業種中最も低く平均を下回っているが、わずかながらも増加
趨勢にあり、海外生産比率は 2004 年度の 9.5％から 2014 年度には 17.2％
へと増えている。
（1）製造業全体
　表 4 は全日系企業（製造業）と在アジア日系企業（製造業）の販売先
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別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　まず在アジア日系企業の売上高・仕入高が全日系企業に占める位置を
確認すると、在アジア日系企業は 2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年
度にかけて売上高は 2.59 倍、同じく仕入高は 2.47 倍となった。この伸び
率は全日系企業の伸び率（同期間に売上高は 1.65 倍、仕入高は 1.55 倍）
を大きく上回っている。その結果、全日系企業に占める在アジア日系企
業の比重は同期間に売上高では 35.6％から 55.9％へ、仕入高では 36.4％
から 58.2％へと急増している。今や在アジア日系企業が売上高、仕入高
とも過半を制していることになる。
（a） 販売先別売上高構成
　全平均で在アジア日系企業が日本向け販売 19.3％、現地販売 55.1％、
第三国向け販売 25.6％、全日系企業はそれぞれ 10.7％、61.9％、27.4％であっ
た。在アジア日系企業、全日系企業とも現地販売が主流となっているが、
在アジア日系企業の場合はその比重は相対的に小さい。また第三国向け
販売ではほぼ同じ比重を占めている。最も比重の低い日本向け販売では
在アジア日系企業のほうが全日系企業よりも 8.7 ポイントも高い。
　なお日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）
についてみると、全日系企業が 15％台前半、在アジア日系企業は 30％前
後を維持している。日本のアジアからの輸入に占める日系企業の地位は
全世界平均よりも約 2 倍も高いということになる。
（b）調達先別仕入高構成
　全平均で在アジア日系企業
は日本から調達が 28.6％、現
地調達が 57.2％、第三国から
調達が 14.2％であった。全日
系 企 業 は そ れ ぞ れ 30.4 ％、
54.9％、14.7％であった。とも
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に現地調達が最も多く、日本から調達がそれに次ぎ、第三国から調達が
最も少ない。両者とも同じ年次的変化を示していて、現地調達は増加傾向、
日本から調達は低下傾向、第三国から調達は 2000 年代末まで低下したの
ちに増加に転じている。
　また、日本の輸出額に占める日系企業の日本からの調達額の比率（F
／ X）は、全平均で在アジア日系企業が 26.8％、全日系企業が 29.6％であっ
た。輸入に比べて輸出に占める日系企業の占める比重は在アジア日系企
業でやや低く、逆に全日系企業で 2 倍ほど高くなっている。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　在アジア日系企業の場合、全平均の企業内分業度は日本向け販売
91.2％、日本からの調達 86.1％、同じく全日系企業では 91.0％、90.0％であっ
た。一般的にいって日本向け販売よりも日本からの調達のほうが企業内
分業度は低いが、この点は在アジア日系企業に特に当てはまる。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　現地販売に関しては全平均で全日系企業では日系企業向け 40.7％、地
場企業向け 54.9％、在アジア日系企業では同じく 41.4％、53.6％であった。
両者に大差はなく、ともに地場企業向けが過半を制している（なお両者
の合計が 100％にならないのは日系現地法人が現地の他の外資系企業と
も取引をしていることを示している）。
　また現地調達に関しては全日系企業では日系企業からが 34.9％、地場
企業からが 59.5％、在アジア日系企業ではそれぞれ 31.5％、62.7％であっ
た。両者とも地場企業の比重が過半を制しており、しかもその比重は現
地販売に比べて高い。ただし、両者とも地場企業からの調達を減らして
日系企業からの調達を増やす傾向にある。
　なお（a）、（b）とも関連するが、ここで現地法人と日本の企業・現地
日系企業の取引の比重についてみると、まず日本向け販売と現地日系企
業向け販売の合計が売上高に占める比率は全日系企業が 34.9％（業種別
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では輸送機械 35.9％、情報通信機械 46.9％、電気機械 34.0％）、在アジア
日系企業が 41.1％（同じくそれぞれ 36.0％、59.2％、44.9％）であった。
他方で日本からの調達と現地日系企業からの調達の合計が仕入高に占め
る比率は全日系企業が 47.2％（同じく 51.6％、57.0％、43.1％）、在アジア
日系企業が 45.0％（同じく 45.7％、55.8％、37.6％）であった。業種別で
は販売、調達とも情報通信機械が最も高い。また、一般的に販売よりも
調達のほうが比率は高いが、在アジア日系企業の情報通信機械と電気機
械では販売のほうが調達よりも高くなっている。
　また現地の他の外資系企業が占める比重は、2009 ～ 2011 年度から
2012 ～ 2014 年度にかけて全日系企業は販売で 3.3％から 5.1％へ、調達で
4.0％から 6.8％へ、また在アジア日系企業ではそれぞれ 3.3％から 5.9％へ、
4.0％から 7.1％へと増加している。両者ともわずかずつではあるが、販売・
調達の両面で現地の他の外資系企業との取引を増やす傾向にある。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
　本稿で利用している経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』では
調査票の記入方法として日系企業の売上高のうち日本および第三国向け
販売額（輸出額）には自社名義で通関手続きを行って直接輸出した金額を、
また同じく仕入高のうち日本および第三国からの調達額（輸入額）には
自社名義で通関手続きを行って直接輸入した金額を記入することになっ
ている（６）。これは、輸出は FOB 価格（本船渡し価格）で、また輸入は
CIF 価格（運賃・保険料込価格）で表示するという、日本をはじめとす
るほとんどの国が採用している貿易統計作成方式と同じである。したがっ
て、日系企業の日本・第三国向け販売額および日本・第三国からの調達
額はそれぞれ日系企業所在地の輸出額や輸入額に正確に反映することに
なる。逆に日本側からみれば、日系企業の日本向け販売金額は日本の貿
易統計における輸入額よりも少なく表示され、また日系企業の日本から
の調達額は日本の貿易統計における輸出額よりも多く表示されるという
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ことになる。通常、FOB 価格は CIF 価格の 0.9 倍に相当するといわれて
いるので、日本側の統計では計算上は現地日系企業による日本からの調
達額に 0.9 を乗じた額が日本の輸出額に、また現地日系企業による日本向
け販売額に 0.9 を除した額が日本の輸入額とみなすことができよう。
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　全日系企業の場合、日本からの調達額（F）は常に日本向け販売額（B） 
を上回っていて、全日系企業は日系企業所在地にとって対日貿易収支を
悪化させる要因となっている。他方で日系企業所在地からみれば、全日
系企業の第三国向け販売額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上
回っている。これはまさに日本企業にとっては日系企業所在地を経由し
て第三国に輸出するという迂回輸出そのものを意味している。しかも、
その黒字額（D － H）は 2001 ～ 2004 年度は対日貿易収支（B － F）の
赤字額を下回ったものの、その後は常に上回っている。全日系企業は日
系企業所在地にとって対日貿易収支を悪化させてはいるものの、貿易収
支全体では 2001 ～ 2004 年度の悪化要因からその後は改善要因へと転化
していることになる。
　これに対して在アジア日系企業の場合、日本からの調達額（F）は日本
向け販売額（B）を基本的に上回っており（2002 年度、2014 年度を除く）、
在アジア日系企業も日系企業所在地に対して対日貿易収支を悪化させる
要因となっている。ただし、その赤字額は 2005 ～ 2008 年度をピークに
減少して 2014 年度は黒字に転じているので、今後、恒常的に黒字要因と
なる可能性がある。他方で、在アジア日系企業の第三国向け販売額（D）
は第三国からの調達額（H）を常に上回っており、しかもその黒字額（D
－ H）は年を経るにつれて増大している。したがって、在アジア日系企
業は日系企業所在地にとって対日貿易収支を悪化させてはいるものの次
第に赤字が減少する傾向にあり、また貿易収支全体では黒字拡大、もし
くは改善を加速させる要因となっているといえる。
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　なお全平均の輸出入額比 [（B ＋ D）／ （F ＋ H）] をみると、全日系
企 業 で は 119.2 ％（ うち日 本（B ／ F）は 49.5 ％、 第 三 国（D ／ H）
263.3% ）、在アジア日系企業では 208.2％（うち日本 93.3％、第三国
250.3％）であった。在アジア日系企業は全日系企業以上に対日貿易収支
の赤字が少ないことによって所在地の貿易収支の黒字拡大に貢献してい
ることになる。
②　日本の貿易収支への影響
　日本の全世界との貿易収支（X － I）は全平均では黒字であるが、年々
その黒字額は減少して 2012 ～ 2014 年度平均では赤字となっている。日
本からみた全日系企業の輸出額は全平均で 17 兆 5690 億円（日本からの
調達額（F）19 兆 5211 億円 ×0.9）、輸入額は 10 兆 7428 億円（日本向け
販売額（B）9 兆 6685 億円 ÷0.9）に相当するので、全日系企業は日本に
平均で 6 兆 8262 億円の黒字をもたらし、日本の貿易収支黒字の拡大（近
年では赤字の縮小）に貢献していることになる。
　これに対して日本の対アジア貿易収支（X － I）は常に黒字を計上して
いる。そのうち日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均して 8
兆 182 億円（日本からの調達額（F）8 兆 9091 億円 ×0.9）、同じく輸入
額は 9 兆 2320 億円（日本向け販売額（B）8 兆 3088 億円 ÷0.9）であった。
在アジア日系企業は日本に 1 兆 2138 億円の赤字をもたらし、日本の対ア
ジア貿易収支の黒字を縮小させる要因となっている。
　製造業全体では全日系企業は日本の貿易収支を黒字に、在アジア日系
企業は逆に赤字にする作用をもっていることになる。
（2）輸送機械
　表 5 は全日系企業（輸送機械）と在アジア日系企業（輸送機械）の販
売先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　全日系企業は 2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年度にかけて売上高
は 1.90 倍、仕入高も 1.86 倍に増えた。だが、在アジア日系企業もそれぞ
第 15 巻 —— 95
96 —— 在東アジア日系企業（製造業）の行動様式
第 15 巻 —— 97
れ 4.31 倍、4.38 倍と全日系企業を大幅に上回る伸び率を示したため、当
該期間において在アジア日系企業が全日系企業に占める比重は売上高で
22.0％から 49.8％へ、仕入高で 21.2％から 49.8％へと急増している。現在
ではアジアが売上高、仕入高とも世界のほぼ半分を占めていることにな
る。
（a） 販売先別売上高構成
　全平均で在アジア日系企業は日本向け 6.9％、現地販売 66.4％、第三国
向け 26.7％であった。全日系企業はそれぞれ 3.5％、65.0％、31.5％であっ
た。在アジア日系企業は全日系企業と同じく現地販売が主流となってお
り、次いで第三国向けが多く、日本向けが最も少ない。両者の差異は在
アジア日系企業が全日系企業と対比して第三国向けがやや少なく、日本
向けがやや多いというくらいである。
　両者とも近年では現地販売の比重低下・第三国向けの比重増加という
傾向がみられる。
（b）調達先別仕入高構成
　在アジア日系企業は全平均で日本からが 24.9％、現地調達が 67.7％、
第三国からが 7.4％であった。全日系企業はそれぞれ 26.3％、62.8％、
10.8％であった。両者とも現地調達が主流で最も多く、日本から調達がそ
れに次ぎ、第三国からの調達が最も少ない。両者とも日本からの調達が
一貫して低下し、また 2009 ～ 2011 年度を画期に現地調達は低下し、第
三国からの調達が増加するというパターンがみられる。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　全平均の企業内分業度は、全日系企業が販売で 90.4％、調達で 94.3％、
在アジア日系企業が販売・調達とも 90.2％であった。全日系企業の場合、
販売よりも調達のほうが企業内分業度は高いが、これは他に例のない特
徴となっている。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
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　現地販売では、全平均で全日系企業は日系企業向けが 55.0％、地場企
業向けが 41.6％であった。前者が 13.4 ポイントも高く、しかも格差は拡
大傾向にある。在アジア日系企業の場合はそれぞれ 45.5％、50.5％で、全
日系企業とは逆に地場企業向けが高い。ただし近年は逆転して日系企業
向けの比重が地場企業向けをわずかに上回っている。
　また現地調達に関しては全日系企業、在アジア日系企業とも地場企業
からの調達が日系企業からの調達を上回っている。ただし、両者の差は
全日系企業よりも在アジア日系企業のほうが開いている。全日系企業と
対比すれば、在アジア日系企業は地場企業からの調達の度合いが高いと
いえる。ただし、在アジア日系企業（製造業）の全体平均（31.2 ポイン
トの差）と対比すればその度合いは低い方である。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①日系企業所在地の貿易収支への影響
　全日系企業の日本からの調達額＝輸入額（F）は常に日本向け販売額
＝輸出額（B）を上回っており、日系企業所在地にとって日系企業は対日
貿易収支悪化要因となっている。対日貿易収支の赤字額（B － F）は全
平均で 6 兆 6279 億円に上った。この赤字額は全日系企業（製造業）の赤
字額 9 兆 8526 億円の 67.3％に相当する。他方で日系企業所在地からみれ
ば、日系企業は対第三国との貿易収支（D － H）では常に黒字をもたら
しており、しかもその金額は 2009 年度以降、恒常的に対日貿易収支の赤
字を上回るようになっている（2006 年度も黒字）。その結果、日系企業所
在地にとって全日系企業の行動様式は 2000 年代後半までの貿易収支悪化
要因から 2009 年度以降には改善要因へと転化していることになる。
　また、在アジア日系企業によるアジア側からみた対日貿易収支（B － F）
は恒常的に赤字となっている。この点は全日系企業と同じである。他方
で第三国との貿易収支（D － H）は常に黒字であり、しかもこの黒字額
は対日貿易収支の赤字額以上に多い。したがって、在アジア日系企業の
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行動様式は日系企業所在地に対日貿易収支の赤字をもたらしてはいるも
のの、貿易収支全体に対しては黒字拡大、もしくは赤字縮小に寄与して
いることになる。
　なお全平均の輸出入額比 [（B＋D）／（F＋H）] をみると、全日系企業
は 123.6％（うち日本（B ／ F）は 17.5％、第三国（D／ H）381.6％）、在ア
ジア日系企業では 140.0％（うち日本 37.3％、第三国 483.9％）であった。
在アジア日系企業は全日系企業よりも対日貿易収支の赤字の度合いは低く、
しかも対第三国貿易収支は全日系企業以上に黒字であることによって日系
企業所在地の貿易収支の黒字拡大や赤字縮小に寄与していることになる。
②日本の貿易収支への影響
　日本からみた全日系企業による輸出額は全平均で 7 兆 2331 億円（日本
からの調達額 8 兆 368 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 5654 億円（日本向け販
売額 1 兆 4089 億円 ÷0.9）となり、全日系企業は日本に平均して 5 兆
6677 億円の貿易黒字をもたらしていることになる。この金額は先にみた
年度平均の日本の貿易黒字額 2 兆 8943 億円の実に 1.96 倍に相当する。
日本からみれば、日系企業のなかでも輸送機械業種こそが日本の貿易収
支の黒字をもたらす主因となっていることになる。
　これに対して、同じく日本からみた在アジア日系企業による輸出額は
平均して 2 兆 6245 億円（日本からの調達額２兆 9161 億円 ×0.9）、輸入
額は 1 兆 2087 億円（日本向け販売額 1 兆 878 億円 ÷0.9）で 1 兆 4158 億
円の黒字となった。これは年度平均の対アジア貿易収支黒字額 5 兆 5634
億円の 25.4％に相当する。
（3）情報通信機械
　表 6 は全日系企業（情報通信機械）と在アジア日系企業（情報通信機械）
の販売先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　在アジア日系企業は 2001 ～ 2004 年度から 2012 年度～ 2014 年度にか
けて売上高は 1.27 倍、仕入高は 1.16 倍と 3 業種中最も低い増加率にとど
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まった。だが、同期間の全日系企業の売上高は 0.83 倍、仕入高は 0.76 倍
と減少したために、在アジア日系企業が全日系企業に占める比重は当該
期間に売上高で 46.3％から 70.9％へ、仕入高で 48.5％から 74.3％へと急
増している。情報通信機械は全体として海外生産から撤退を開始しアジ
アに集約している業種となっている。
（a）販売先別売上高構成
　全平均で全日系企業は日本向けが 22.7％、現地販売が 51.8％、第三国
向けが 25.5％であった。現地販売が最も多く過半を占めているが、製造
業全体と対比すると現地販売の占める比重は 10 ポイントほど低い。それ
に対して、在アジア日系企業の場合はそれぞれ 38.0％、32.4％、29.6％となっ
ていて、日本向け販売が最も多く、また第三国向け販売もかなり多い。
在アジア日系企業は現地販売よりも日本向けや第三国向け販売を目的と
しているといってよい。近年、全日系企業では日本向けが第三国向けを
上回るようになっているが、これは在アジア日系企業の行動様式を反映
している。
（b）調達先別仕入高構成
　全平均で全日系企業では日本から調達が 45.2％、現地調達が 31.1％、
第三国から調達が 23.7％、在アジア日系企業ではそれぞれ 40.0％、
35.5％、24.6％という構成比であった。いずれも日本からの調達が最も多
い。情報通信機械の場合、全日系企業、在アジア日系企業ともに現地調
達は日本からの調達よりも少なく、また第三国からの調達も相対的に多
い。これは情報通信機械の特徴となっている。特に在アジア日系企業の
場合、第三国からの調達もそのほとんどが同じ他のアジアからの調達に
よって占められていることから、情報通信機械の場合はアジアでは日本、
日系企業所在地、ならびに他のアジア地域間の調達ネットワークの形成
が他の業種に比べて進んでいるとみることができる。
第 15 巻 —— 101
102 —— 在東アジア日系企業（製造業）の行動様式
第 15 巻 —— 103
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　全平均で全日系企業の企業内分業度は販売が 93.7％、調達が 87.6％、
同じく在アジア日系企業では販売が 93.7％、調達が 86.5％であった。程
度の差はあるが、両者とも販売のほうが調達よりも企業内分業度が高い
という点で製造業全体と同じ傾向を示している。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売については、全平均で全日系企業では日系企業向けが
35.9％、地場企業向けが 58.8％、在アジア日系企業ではそれぞれ 51.0％、
41.3％であった。在アジア日系企業は日系企業向けが地場企業向けよりも
多いという点で全日系企業とは異なっている。ただし、在アジア日系企
業も近年は日系企業向けを減らし、地場企業向けを増やす傾向にある。
　また現地調達に関しては全平均で全日系企業では日系企業からが
39.9％、地場企業からが 53.3％、在アジア日系企業ではそれぞれ 41.1％、
51.9％であった。在アジア日系企業、全日系企業とも日系企業からの調達
よりも地場企業からの調達のほうが多い。ただし、両者とも近年は日系
企業からの調達の比重が増え、地場企業からの調達が減る傾向にある。
　現地取引に関して基本的に全日系企業では販売も調達も地場企業との
取引が、また在アジア日系企業では販売は日系企業、調達は地場企業と
の取引が中心となっている。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　全平均で全日系企業の対日貿易収支の赤字額（B － F）は第三国貿易
収支の黒字額（D － H）を上回っており、結果的に日系企業所在地に貿
易収支の赤字をもたらしている。全日系企業は日系企業所在地にとって
対日貿易収支、全貿易収支赤字要因となっている。しかし、近年は対日
貿易収支が黒字に転換した結果（これは製造業全体、ならびに他の 2 業
種とも異なる傾向である）、貿易収支全体も黒字となっている。
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　在アジア日系企業の場合は日本向け販売額（B）が常に日本からの調
達額（F）を上回っており、日系企業は所在地にとって対日貿易収支を改
善させる要因となっている。この点は対日貿易収支を悪化させている全
日系企業（情報通信機械）や在アジア日系企業（製造業）全体と異なっ
ている。他方で所在地からみれば在アジア日系企業の対第三国向け販売
額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回っていて、結果的に在
アジア日系企業の行動様式は所在地にとって貿易収支黒字拡大要因、も
しくは貿易収支改善要因となっていることになる。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた全日系企業による輸出額は平均して 4 兆 5869 億円（日本
からの調達額 5 兆 966 億円 ×0.9）、輸入額は 3 兆 8210 億円（日本向け販
売額 3 兆 4389 億円 ÷0.9）で、全日系企業は日本に 7659 億円の貿易黒字
をもたらしている。だが計算上は 2011 年度以降輸入額が輸出額を上回る
ようになっており、今後この業種では日本にとって貿易収支の赤字を拡
大させていくことが予想される。
　他方で、日本からみた在アジア日系企業による輸出額は平均して 2 兆
3936 億円（日本からの調達額（F）2 兆 6595 億円 ×0.9）、輸入額は 3 兆
5931 億円（日本向け販売額（B）3 兆 3064 億円 ÷0.9）、差し引き１兆
2802 億円もの赤字であった。在アジア日系企業は日本の対アジア貿易収
支の黒字を減らしていることになる。
（4）電気機械
　表 7 は全日系企業（電気機械）と在アジア日系企業（電気機械）の販
売先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　全日系企業、在アジア日系企業とも近年は売上高・仕入高をともに増
やしているとはいえ、いずれもピーク時の 2005 ～ 2008 年度段階まで回
復していない。全日系企業は 2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年度に
かけて売上高は1.43 倍、仕入高は1.19 倍と製造業全体平均の伸びを下回っ
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ている。在アジア日系企業も同じく売上高は 1.42 倍、仕入高は 1.21 倍と
平均伸び率を下回っている。ただし、アジア日系企業が全日系企業に占
める比重は売上高・仕入高ともに 70％前後、あるいはそれ以上の比重を
占めており、日系企業は電気機械をアジアに集約させている業種となっ
ている。
（a） 販売先別売上高構成
　全日系企業は平均して日本向けが 19.5％、現地販売が 52.2％、第三国
向けが 28.3％で、在アジア日系企業の場合はそれぞれ 26.6％、43.9％、
29.5％であった。全日系企業、在アジア日系企業とも現地販売が最も高い
が、製造業全体と対比すると現地販売の比重は 10 ポイントほど低い。情
報通信機械と同じく相対的に輸出志向の高い業種であるが、日本向けよ
りも第三国向け販売の比重のほうが高いという点で情報通信機械とは異
なる。
（b）調達先別仕入高構成
　全日系企業は平均して日本からが 33.6％、現地調達が 49.2％、第三国
からが 17.1％、在アジア日系企業はそれぞれ 25.3％、56.8％、17.8％であっ
た。ともに現地調達が最も多い。全日系企業で現地調達度は低いが、そ
れ以外に際立った特徴はない。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　全平均で全日系企業が販売で 94.9％、調達で 80.9％、同じく在アジア
日系企業がそれぞれ 94.9％、68.1％であった。一般に企業内分業度は販
売よりも調達において低くなっているが、特にこの業種はその傾向が顕
著に表れている。とりわけそれは在アジア日系企業に当てはまる。この
ことは、電気機械の場合は親会社以外の日本企業から輸入する比率が相
対的に高いことを意味している。在アジア日系企業についてみると、日
本からの調達のうち非親企業からの調達比率は同期間の平均で製造業全
体が 13.9％、輸送機械が 9.8％、情報通信機械が 14.4％であったのに対して、
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電気機械では実に 31.9％を占めていることになる。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　現地販売に関して全日系企業は平均して日系企業向けが 28.2％、地場
企業向けが 62.9％であった。製造業全体ではそれぞれ 40.7％、54.9％であっ
たから（表 4 参照）、電気機械の場合は地場企業向けが多く、日系企業向
けが少ないことになる。また、在アジア日系企業ではそれぞれ 40.9％、
48.6％で全日系企業と比べて日系企業向けの比重が多いが、在アジア日
系企業の製造業全体（それぞれ 41.4％、53.9％）と大差はない。むしろ日
系企業、地場企業以外のその他（現地の他の外資企業向け）が製造業全
体では 4.7％であるのに対して、電気機械では 10.5％を占めている点に注
目すべきであろう。
　また現地調達に関しては全日系企業は平均して日系企業からが 24.1％、
地場企業からが 64.2％、その他 11.7％であった。製造業全体ではそれぞ
れ 34.9％、59.5％、5.6％であったから、日系企業の比重が 10 ポイントほ
ど低く、逆に地場企業、その他がそれぞれ 5 ポイントほど高いことになる。
また、在アジア日系企業ではそれぞれ 27.4％、60.2％、12.4％であった。
全日系企業と比べて若干地場企業の比重が低く、日系企業の比重が高く
なっている。ただし在アジア日系企業（製造業）全体と比べると（それ
ぞれ 31.5％、62.7％、5.8％）、日系企業と地場企業の比重が低く、その他
の比重が高くなっている。
　電気機械の場合、現地販売・現地調達において他の業種と比べて日本
以外の他の外資企業の占める比重は相対的に高い。日系企業は現地にお
いて地場企業や日系企業にとどまらず、他の外資企業とも盛んに取引を
行っていることを示している
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　全日系企業の場合、日本向け販売額（B）は基本的に日本からの調達
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額（F）を下回っているが、第三国向け販売額（D）は常に第三国からの
調達額（H）を上回り、しかもその差額（D － H）は対日貿易収支の赤
字額を大きく上回っている。したがって全日系企業は所在地にとって対
日貿易収支の赤字をもたらしてはいるものの、全貿易収支の黒字に貢献
していることになる。
　在アジア日系企業の場合、日本向け販売額（B）は常に日本からの調
達額（F）を上回っていて、在アジア日系企業は所在地にとって対日貿易
収支を改善させる要因となっている。この点で対日貿易収支を悪化させ
ている全日系企業（電気機械）や在アジア日系企業（製造業）全体とも
異なっている。他方で所在地からみれば在アジア日系企業の第三国向け
販売額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回っている。結果的
に日系企業の行動様式は日系企業所在地にとって貿易収支黒字拡大要因、
もしくは貿易収支改善要因となっていることになる。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた全日系企業による輸出額は平均して 1 兆 515 億円（日本
からの調達額 1 兆 1683 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 821 億円（日本向け販
売額 9739 億円 ÷0.9）で全日系企業は日本に 306 億円の貿易赤字をもた
らしている。しかも近年は輸入額が輸出額を大きく上回るようになり、
2012 ～ 2014 年度平均で貿易収支赤字は 1752 億円に拡大している。
　これに対して、在アジア日系企業による貿易収支赤字額はさらに大き
く、日本からみた全平均の在アジア日系企業による輸出額は 5731 億円（日
本からの調達額 6368 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 444 億円（日本向け販売
額 9400 億円 ÷0.9）で、その赤字額は 4713 億円に上っている。
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Ⅲ　東アジア3 地域における日系企業（製造業）の行動様式
　ここではまず在アジア日系企業（製造業）に占める在中国・ASEAN4・
NIEs3 日系企業（製造業）の売上高・仕入高の比重を確認しておこう。
表８によれば、在中国日系企業の売上高は 2001 ～ 2004 年度から 2012 年
度～ 2014 年度にかけて 4.91 倍、同じく仕入高は 4.64 倍に、在 ASEAN4
日系企業はそれぞれ2.21倍、2.12倍に、また在NIEs3日系企業は同じく1.72
倍、1.68 倍となった。先にみたように同期間における在アジア日系企業
の伸び率は売上高が 2.59 倍、仕入高が 2.47 倍であったから、在中国日系
企業の伸び率はアジア平均を上回り、在 ASEAN4 日系企業と在 NIEs3
日系企業はアジア平均を下回っていることになる。その結果、在アジア
日系企業に占める比重は在中国日系企業は同期間に売上高が 20.1％から
38.1％へ、仕入高が 20.1％から 37.7％へと急増しているが、ASEAN4 日
系企業はそれぞれ 41.8％から 35.7％へ、41.7％から 35.8％へ低下し、さら
に在 NIEs3 日系企業はそれぞれ 23.2％から 15.4％へ、22.5％から 15.3％
へと大幅に低下している。この間にアジアにおける中国と ASEAN4 の地
位が入れ替わっていることになる。ただし、いずれの地域の日系企業も
売上高・仕入高とも世界平均の伸び率を上回っており、世界的にはその
存在感を高めている。
（1）製造業全体
（a） 販売先別売上高構成
　全平均の販売先別売上高構成をみると、在中国日系企業が日本向け
21.6％、現地販売 61.4％、第三国向け 17.0％、在 ASEAN4 日系企業がそ
れぞれ 18.0％、51.3％、30.6％、同じく在 NIEs3 日系企業は 11.9％、
56.4％、31.8％であった。ともに現地販売が主流で過半を占めているが、
近年はいずれもその比重を低下させ、第三国向け販売の比重を増やして
いる。
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　なお日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）
は、平均で ASEAN4 が 41.2％と最も高く、中国が 23.7％でそれに次ぎ、
NIEs3 が 15.7％で最も低かった。先にみたように世界平均が 15.3％、ア
ジアが 30.0％であったから、日本の ASEAN4 からの輸入に占める現地日
系企業の地位は突出して高いということになる。また中国も増加趨勢に
あり、2001 ～ 2004 年度の 15.1％から 2012 ～ 2014 年度には 27.9％に増え
ている。
（b）調達先別仕入高構成
　全平均の調達先別仕入高構成をみると、在中国日系企業は日本から調
達が 27.7％、現地調達が 61.9％、第三国から調達が 10.4％、在 ASEAN4
日系企業はそれぞれ 25.6％、59.5％、14.9％、在 NIEs3 日系企業が
34.4％、47.8％、17.8％であった。ともに多いほうから現地調達、日本か
ら調達、第三国から調達という順になっているが、在中国日系企業と在
ASEAN4 日系企業は現地調達の比重が高く、しかも近年はますますその
度合いを強めている。これに対して在 NIEs3 日系企業は現地調達の比率
が過半を割っており、他の在アジア日系企業に比べて日本や第三国から
の調達の比重が相対的に高い。
　なお日本の輸出額に占める日系企業による日本からの調達額の比率（F
／ X）は平均で中国が 27.4％、ASEAN4 が 48.2％、NIEs3 が 15. ７％であっ
た。世 界 全 体では 29.6％、アジア 26.8％であったから、とりわけ
ASEAN4 の比重は際立って高い。またアジア３地域は程度の差はあれ、
ともに 2010 年代前半以降当該比率を高めている。
　日本の輸入額に占める日系企業の日本向け販売額の比率（B ／ I）と日
本の輸出額に占める日系企業による日本からの調達額の比率（F ／ X）
を併せ考えると、日本と ASEAN4 間の貿易では輸出入とも現地日系企業
の占める地位は突出して高く、逆に日本と NIEs3 間貿易では低い。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
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　現地法人・日本の親企業間の企業内分業度は、在中国日系企業が販売
で 93.4％、調達で 88.2％、同じく在 ASEAN4 日系企業が 86.9％、83.4％、
在 NIEs3 日系企業が 90.8％、87.1％であった。在中国日系企業はとくに
販売面での企業内分業度が高く、また在 ASEAN4 日系企業は販売・調
達とも相対的に低い。また一般的に日本向け販売のほうが日本からの調
達よりも企業内分業度は高いが、両者の格差は全日系企業と対比して在
中国日系企業や在 ASEAN4 日系企業などアジアの日系企業のほうが大き
くなっている。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売についてみると、全平均で在中国日系企業は日系企業向
けが 42.4％、地場企業向けが 53.7％、同じく在 ASEAN4 日系企業が
52.2％、41.7％、在 NIEs3 日系企業が 15.7％、80.1％であった。一般的に
は日系企業向けよりも地場企業向けの比重のほうが高いが、在 NIEs3 日
系企業の場合はその傾向がとくに顕著で、格段に地場企業向けが高い。
また在 ASEAN4 日系企業の場合は他地域の日系企業とは異なり、日系企
業向け販売のほうが地場企業向け販売よりも多くなっている。
　また現地調達に関しては平均で在中国日系企業は日系企業からが
29.0％、地場企業からが 65.5％、在 ASEAN4 日系企業がそれぞれ 39.1％、
54.7％、在 NIEs3 日系企業が 29.7％、64.2％であった。一般的にいって日
系企業からの調達よりも地場企業からの調達のほうが多いが、アジア 3
地域の日系企業はいずれも地場企業からの調達が過半を制していること
になる。とりわけ在中国日系企業と在 NIEs3 日系企業は地場企業からの
調達度合いが高い。
　現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引に関しては在中国日系企
業と在 NIEs3 日系企業が現地販売・現地調達ともに地場企業との取引が
多く、在 ASEAN4 日系企業は基本的には現地販売は日系企業向け、現
地調達は地場企業からという構図になっている。
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　なお（a）、（b）とも関連するが、ここで現地法人と日本の企業・現地
日系企業の取引の比重についてみると、まず日本向け販売と現地日系企
業向け販売の合計が売上高に占める比率は在中国日系企業が 46.5％（業
種別では輸送機械 41.2％、情報通信機械 68.1％、電気機械 50.4％）、在
ASEAN4 日系企業が 44.0％（同じくそれぞれ 37.8％、64.3％、44.1％）、
在 NIEs3 日系企業が 19.1％（同じく 15.9％、28.1％、23.6％）であった。
他方で日本からの調達と現地日系企業からの調達の合計が仕入高に占め
る比率は在中国日系企業が 42.8％（同じく 47.4％、60.9％、38.0％）、在
ASEAN4 日系企業が 48.1％（同じく 51.6％、54.2％、38.2％）、在 NIEs3
日系企業が 49.0％（同じく 20.0％、51.4％、28.0％）であった。業種別で
はどの地域も情報通信機械が最も高く、電気機械が最も低い。地域別で
は販売で在中国日系企業が最も高く、在 NIEs3 日系企業が最も低いが、
調達では逆となっている。また、一般的に販売よりも調達のほうが比率
は高いが、在中国日系企業と在 ASEAN4 日系企業の情報通信機械と電
気機械では販売のほうが調達よりも高くなっている（在中国日系企業で
は製造業全体も販売のほうが調達よりも高い）。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　在中国日系企業による中国側からみた対日貿易収支（B － F）は黒字
の場合が多く、しかも 2010 年代に入って黒字が拡大傾向にある。この点
が、日系企業所在地にとって長期的に赤字傾向にある全日系企業とは対
照的であり、中国の最大の特徴であろう。他方で、第三国との貿易収支（D
－ H）は常に黒字で年々拡大傾向にある。結果的に中国にとって日系企
業は貿易収支の黒字を拡大させていく傾向にある。
　在ASEAN4日系企業によるASEAN4側からみた対日貿易収支（B－F）
は基本的に赤字の場合が多く、平均で 910 億円の赤字であった。在
ASEAN4 日系企業は所在地の対日貿易収支を悪化させていることにな
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る。他方で第三国向け販売額と第三国からの調達額との差額（D － H）
は常に巨額の黒字で、その結果、日本・第三国向け販売額と日本・第三
国からの調達額の差は常に黒字となっている。在 ASEAN4 日系企業は所
在地にとって貿易収支の黒字拡大、もしくは貿易収支改善に寄与してい
ることになる。
　在 NIEs3 日系企業の場合は、常に日本からの調達額（F）が日本向け
販売額（B）を上回っている。NIEs3 の対日貿易収支は常に赤字である
から、在 NIEs3 日系企業は所在地にとって対日貿易収支をさらに悪化さ
せる要因となっている。他方で所在地からみれば在 NIEs3 日系企業の対
第三国向け販売額（D）は第三国からの調達額（H）を大きく上回ってお
り、しかもその黒字額は 2007 年度を除いて常に対日取引の収支（B － F）
の赤字額を大きく上回っている。こうした傾向は全日系企業と同じであ
る。在 NIEs3 日系企業は所在地に対日貿易収支を悪化させているが、貿
易収支全体では改善要因となっているといえる。
　なお輸出入額比 [（B ＋ D）／（F ＋ H） ] をみると、全平均で在
ASEAN4 日系企業 165.2％（うち日本（B ／ F）97.0％、第三国（D ／ H）
282.4％）、在 NIEs3 日系企業 118.4％（うち日本 48.8、第三国 253.1％）で
あった。両者とも日系企業は所在地の貿易収支の黒字をもたらしてはい
るが、NIEs3 のほうが対日貿易収支の赤字度が高く、結果的に ASEAN4
ほどには所在地の貿易黒字拡大もしくは改善に貢献していないことにな
る。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた在中国日系企業による輸出額は平均して2兆5479億円（日
本からの調達額（F）2 兆 8310 億円 ×0.9）で、輸入額は 3 兆 4562 億円（日
本向け販売額（B）3 兆 1106 億円 ÷0.9）であったから、差し引き 9083
億円の赤字となっている。これは日本の対中国貿易収支（X － I）の赤字
額 2 兆 7920 億円の 32.5％に相当する。在中国日系企業はその分だけ日本
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にとって対中国貿易収支を悪化させる要因となっていることを示してい
る。
　また、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は平均で 2 兆
7078 億円（日本からの調達額（F）3 兆 87 億円 ×0.9）、輸入額は 3 兆
2418 億円（日本向け販売額（B）2 兆 9176 億円 ÷0.9）であったから、差
し引き 5339 億円の赤字をもたらしている。これは日本の対 ASEAN4 貿
易収支（X － I）の赤字額 8383 億円の 63.7％に相当する。在 ASEAN4
日系企業はそれだけ日本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字を拡大させてい
ることになる。
　これに対して日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均で 1
兆 6028 億円（日本からの調達額（F）1 兆 7809 億円 ×0.9）、輸入額は
9663 億円（日本向け販売額（B）8697 億円 ÷0.9）であったから、差し引
き 6365 億円もの黒字をもたらしている。これは当該期間の日本の対
NIEs3 の貿易黒字額 5 兆 8128 億円の 39.7％に相当する。在 NIEs3 日系
企業の場合は逆に日本の貿易収支の黒字をさらに拡大させていることに
なる。
（2）輸送機械
　表 9 は在中国・ASEAN4・NIEs3 日系企業（輸送機械）の販売先別売
上高・調達先別仕入高構成を示している。
　在中国日系企業は 2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年度にかけて売
上高は 8.50 倍、仕入高は 8.77 倍と 3 業種中最も高い増加を示し、その増
加率は在アジア日系企業の増加率を大きく上回った。その結果、在アジ
ア日系企業に占める中国の比重は当該期間に売上高で 17.4％から 34.2％
へ、仕入高で 16.8％から 33.9％へと倍増している。
　また在 ASEAN4 日系企業は同じく売上高は 3.94 倍、仕入高は 3.88 倍
に増えたが、在アジア日系企業の増加率を下回っていたために、当該期
間において在アジア日系企業に占める在 ASEAN4 日系企業の比重は売上
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高で 53.3％から 48.7％へ、仕入高で 55.5％から 49.3％へと低下している。
ただし全日系企業に占める比重は同期間に売上高で 11.7％から 24.3％へ、
仕入高で 11.7％から 24.5％へと急増している。現時点で在 ASEAN4 日系
企業の売上高、仕入高はともにアジアの半分、全世界の 4 分の 1 を占め
ていることになる。
　これに対して、在 NIEs3 日系企業は当該期間に売上高は 1.39 倍、仕入
高は 1.48 倍にとどまったために、在アジア日系企業に占める在 NIEs3 日
系企業の比重は売上高で 14.8％から 4.8％へ、同じく仕入高で 13.7％から
4.6％へと大幅に低下している。
（a）販売先別売上高構成
　在中国日系企業は平均で日本向けが 8.4％、現地販売が 74.0％、第三国
向けが 17.6％、同じく在 ASEAN4 日系企業は 6.5％、59.9％、33.6％、在
NIEs3 日系企業は 4.7％、80.6％、14.7％であった。いずれも日本向けの
比重が小さい。さらに在中国・在 NIEs3 日系企業の場合は現地販売の比
重が極めて高い。在 ASEAN4 日系企業も在中国・在 NIEs3 日系企業ほ
どではないが、現地販売の比重は製造業平均よりもかなり高い。輸送機
械の場合は在アジア日系企業は現地販売を目的としているのである。
　ただし、近年では現地販売の比重低下と第三国（その大部分がアジア）
向け販売の比重上昇という傾向がみられる。たとえば 2009 年度から 2014
年度にかけて在中国日系企業では現地販売が 38.6 ポイント減（91.8％か
ら 53.2％へ）、第三国向けが 35.3 ポイント増（4.6％から 39.9％へ）、同じ
く在 NIEs3 日系企業はそれぞれ 26.5 ポイント減（86.8％から 60.3％へ）、
27.9 ポイント増（8.2％から 36.1％へ）と急激に変化している。在
ASEAN4 日系企業はそれほど急激な変化ではないが、それでもそれぞれ
10.6 ポイント減（62.4％から 51.8％へ）、8.5 ポイント増（32.9％から
41.4％へ）となっている。今後、在アジア日系企業は現地販売の度合いを
薄めて第三国向け輸出の根拠地になっていくのかどうかが注目される。
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（b）調達先別仕入高構成
　在中国日系企業は平均して日本からが 23.2％、現地調達が 71.1％、第
三国からが 5.7％、同じく在 ASEAN4 日系企業は 25.1％、66.8％、8.1％、
在 NIEs3 日系企業が 17.4％、72.3％、10.3％であった。全日系企業と対比
して、在アジア日系企業、特に在中国日系企業や在 NIEs3 日系企業は現
地調達の比重が高いといえる。
　ただし在中国・在 NIEs3 日系企業の場合は直近では現地調達の比重の
低下と第三国（その大部分がアジア）からの調達の比重の増加という変
化が生じている。例えば 2014 年度は在中国日系企業は現地調達が 64.5％
（対前年度比 11.5 ポイント減）、第三国からが 16.7％（同 12.1 ポイント増）、
在 NIEs3 日系企業がそれぞれ 61.6％（同 19.8 ポイント減）、29.8％（同
22.2 ポイント増）であった。在 ASEAN4 日系企業でも現地調達が 66.8％
（同 4.5 ポイント減）、第三国から調達が 15.3％（同 9.2 ポイント増）となっ
ている。今後、調達先でも第三国（特にアジア）の比重が高まっていく
ことが予想される。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　全平均の企業内分業度は在中国日系企業が販売で 86.5％、調達で
95.5％、同じく在 ASEAN4 日系企業が 91.4％、87.2％、在 NIEs3 日系企
業が 92.6％、90.9％であった。一般的にいって現地法人と日本の親企業間
の企業内分業度は販売のほうが調達よりも高いのであるが、在中国日系
企業の場合はその逆となっている。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　まず現地販売では平均して在中国日系企業は日系企業向けが 47.1％、
地場企業向けが 50.9％、同じく在 ASEAN4 日系企業は 53.4％、40.1％、
在 NIEs3 日系企業は 15.7%、79.9％であった。在 ASEAN4 日系企業は全
日系企業と同じく日系企業向けが多く、また在中国日系企業は 2012 年度
以降日系企業向けが過半を占めるようになっている。これに対して在
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NIEs3 日系企業は逆に地場企業向けが圧倒的比重を占めている。
　また現地調達に関しては同期間に在中国日系企業は日系企業から調達
が 37.1％、地場企業からの調達が 58.0％、同じく在 ASEAN4 日系企業は
43.2％，51.5％、在 NIEs3 日系企業は 7.5％、90.1％であった。いずれも
全日系企業と同じく地場企業からの調達のほうが多い。とりわけ、在
NIEs3 日系企業の場合は地場企業からの調達は際立って高い。
　在中国・在 ASEAN4 日系企業は全日系企業と同じく、現地販売では日
系企業向けが多く、現地調達では地場企業からが多いが、在 NIEs3 日系
企業は現地販売、現地調達とも現地企業との比重が極めて高いというこ
とが一つの大きな特徴となっている。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　アジア３地域の日系企業はいずれも日本からの調達額（F）は常に日本
向け販売額（B）を上回っているが（2003 年度の在 NIEs3 日系企業が唯
一の例外）、他方でアジア３地域の日系企業は日系企業所在地からみてい
ずれも対第三国向け販売額（D）が第三国からの調達額（H）を大きく上
回っている。このように対日貿易収支赤字と対第三国貿易収支黒字はア
ジア３地域の日系企業共通の特徴であるが、日系企業所在地の貿易収支
が黒字になる（すなわち日系企業の対第三国貿易収支黒字が対日貿易収
支赤字を上回るようになる）のは在 ASEAN4 日系企業が 2001 年度当初
から、在 NIEs3 日系企業は 2012 年度以降（2006 年度を除く）、在中国日
系企業も 2012 年度以降（2002 年度を除く）であった。在中国・在
NIEs3 日系企業ともに 2012 年度という遅い黒字化であるが、在中国日系
企業の場合は対第三国貿易収支の黒字が激増しているために、全平均で
もすでに全貿易収支は黒字になっている。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた在中国日系企業による中国への輸出額は平均して 7319 億
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円（日本からの調達額 8132 億円 ×0.9）、輸入額は 4637 億円（日本向け
販売額 4173 億円 ÷0.9）となり、在中国日系企業は日本に 683 億円の貿
易黒字をもたらしていることになる。これは日本の対中国貿易収支の赤
字を縮小する役割を担っているいえる。
　同様に、日本からみた在 ASEAN4 日系企業による ASEAN4 への輸出
額は平均して 1 兆 3473 億円（日本からの調達額（F）1 兆 4970 億円 ×0.9）
で、同じく輸入額は 5637 億円（日本向け販売額（B）5073 億円 ÷0.9）
であったから、差し引き 7836 億円の黒字をもたらしていることになる。
これはそれだけ日本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字額を減らしていること
になる。
　なお輸送機械の場合、在 ASEAN4 日系企業は日本の貿易収支改善に
寄与している点で、製造業全体の傾向とは異なっている。
　また、日本からみた在 NIEs3 日系企業による NIEs3 への輸出額は平均
して 1141 億円（日本からの調達額（F）1268 億円 ×0.9）、輸入額は 509
億円（日本向け販売額（B）458 億円 ÷0.9）で、差し引き 632 億円の黒
字であった。金額は少ないが、在 NIEs3 日系企業は日本の貿易収支黒字
額を拡大させていることになる。これは製造業全体の傾向と同じである。
（3）情報通信機械
　表 10 は在中国・ASEAN4・NIEs3 日系企業（情報通信機械）の販売
先別売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年度にかけて在中国日系企業の売
上高は 3.00 倍、仕入高は 2.79 倍、また在 ASEAN4日系企業はそれぞれ 0.76
倍、0.66 倍、在 NIEs3 日系企業は同じく 1.00 倍、0.87 倍となった。在
ASEAN4 日系企業と在 NIEs3 日系企業は売上高・仕入高ともに減ってさ
えいる。とくに在 ASEAN4 日系企業の落ち込みは激しい。その結果、ア
ジア日系企業に占める比重は在中国日系企業が売上高で同期間に 16.2％
から 38.3％へ、また仕入高は 16.2％から 39.1％へと増大しているのに対
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して、在 ASEAN4 日系企業はそれぞれ 40.9％から 24.5％へ、40.0％から
23.9％へ、在 NIEs3 日系企業は同じく 25.6％から 20.2％へ、25.9％から
19.4％へと低下している。情報通信機械の場合は海外生産から撤退を開
始し中国に生産拠点を移している業種となっている。
（a）販売先別売上高構成
　全平均で在中国日系企業が日本向けが 44.6％、現地販売が 30.5％、第
三国向けが 24.8％、同じく在 ASEAN4 日系企業が 41.2％、29.0％、
29.8％、在 NIEs3 日系企業が 20.7％、38.3％、41.0％であった。いずれも
現地販売の比重は相対的に小さい。在中国・在 ASEAN4 日系企業は日
本向けが最も多く、しかもその比重は増加傾向にあるので日本向け販売、
すなわち日本への製品逆輸入を主目的としているといえる。また在
NIEs3 日系企業は第三国向けが最も多いが、近年は現地販売の比重が増
えて第三国向けを上回っている。
（b）調達先別仕入高構成
　全平均で在中国日系企業は日本からが 42.1％、現地調達が 36.7％、第
三国からが 21.2％であった。同じく在 ASEAN4 日系企業は 31.7％、
40.5％、27.8％、在 NIEs3 日系企業は 43.6％、28.5％、27.9％であった。
在中国日系企業と在 NIEs3 日系企業では日本からの調達が最も多い。在
ASEAN4 日系企業は現地調達が最も多いが、他の業種と比べてその比重
は相対的に低い。
　情報通信産業の場合、販売・調達ともに現地の占める比重は相対的に
小さく、日本や第三国（特にアジア）の占める比重が高い。アジアでは
日本、日系企業所在地、ならびに他のアジア地域間の調達ネットワーク
の形成が相対的に進んでいる業種とみなすことができよう。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　企業内分業度は平均して在中国日系企業が販売で 96.6％、調達で
87.9％、同じく在 ASEAN4 日系企業が 88.7％、79.3％、在 NIEs3 日系企
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業が 90.4％、89.2％であった。いずれも企業内分業度は販売のほうが調達
よりも高いという点で一般的傾向と同じである。ただし、在 ASEAN4 日
系企業の企業内分業度は販売・調達とも相対的に小さく、しかも近年は
日本の非親企業との取引を増やしているためにその比重を低下させてい
る。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　現地販売に関しては平均で在中国日系企業は日系企業向けが 61.7％、
地場企業向けが 29.7％、在 ASEAN4 日系企業はそれぞれ 60.4％、31.1％
であった。両者とも日系企業向けが地場企業向けよりも多いという点で
全日系企業とは異なる。これに対して在 NIEs3 日系企業は 17.1％、
78.9％で地場企業向けが圧倒的に多い。これは在 NIEs3日系企業（製造業）
全体と同じ傾向を示している。
　また現地調達に関しても平均して在中国日系企業は日系企業からの調
達 47.1％、地場企業からの調達 42.7％、在 ASEAN4 日系企業はそれぞれ
51.6％、41.2％であった。両者とも日系企業からの調達のほうが多いとい
う点で全日系企業、さらには在中国日系企業（製造業）全体や在
ASEAN4 日系企業（製造業）全体の傾向とも異なっている。これに対し
て在 NIEs3 日系企業はそれぞれ 19.4％、76.8％となっていて、地場企業
からの調達が圧倒的に多い。これは在 NIEs3 日系企業（製造業）全体と
同じ傾向を示している。
　現地取引に関して在 NIEs3 日系企業では販売も調達も地場企業との取
引が中心、在中国日系企業や在 ASEAN4 日系企業では基本的に販売も
調達も現地の日系企業との取引が中心という構図になっている。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　在中国日系企業の対日貿易収支（B － F）は基本的に黒字で、また対
第三国貿易収支（D － H）は常に黒字であったから、全体の貿易収支も
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黒字であった。結果的に日系企業は所在地の中国に対して貿易収支黒字
拡大に貢献していることになる。また在 ASEAN4 日系企業も同じく対日
貿易収支（B － F）は常に黒字であり、対第三国貿易収支（D － H）も
基本的に黒字であったので、全体の貿易収支も黒字であった。日系企業
は所在地の ASEAN4 に対して貿易収支の改善、あるいは黒字拡大に貢
献していることになる。
　これに対して在 NIEs3 日系企業の対日貿易収支（B － F）は常に赤字
であったが、対第三国貿易収支（D － H）は常に黒字を計上し、しかも
その黒字額は基本的に対日貿易収支の赤字を上回ってる。日系企業は所
在地の NIEs3 に対して対日貿易収支の赤字をもたらしてはいるが、全体
の貿易収支の改善、あるいは黒字拡大に貢献していることになる。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた在中国日系企業による輸出額は全平均で 7190 億円（日本
からの調達額 7989 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 2412 億円（日本向け販売
額 1 兆 1171 億円 ÷0.9）で、在中国日系企業は日本に 5222 億円の貿易赤
字をもたらしている。これは日本の対中国貿易収支の赤字額の 18.7％に
相当する。
　同様に、日本からみた在ASEAN4日系企業による輸出額は5664億円（日
本からの調達額（F〉6293 億円 ×0.9）、輸入額は 1 兆 2254 億円（日本向
け販売額（B）1 兆 1029 億円 ÷0.9）であったから、在 ASEAN4 日系企
業は日本に 6591 億円の貿易赤字をもたらしていることになる。これは日
本の対 ASEAN4 貿易収支の赤字額の 78.6％に相当する。
　それに対して、日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均し
て 5794 億円（日本からの調達額（F）6438 億円 ×0.9）、輸入額は 4444
億円（日本向け販売額（B）4000 億円 ÷0.9）、差し引き 1350 億円の黒字
であった。これは、対 NIEs3 貿易収支黒字のわずか 2.3％にすぎないが、
赤字をもたらしている他の在アジア日系企業とは異なる。
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（4）電気機械
　表 11 は在中国・ASEAN4・NIEs3 日系企業（電気機械）の販売先別
売上高・調達先別仕入高構成を示している。
　2001 ～ 2004 年度から 2012 ～ 2014 年度にかけて在中国日系企業の売
上高は 2.02 倍、仕入高は 1.99 倍と 3 業種中最も低かったものの、全日系
企業や在アジア日系企業の増加率を上回った結果、全日系企業に占める
比重は同期間に売上高で 21.9％から 37.7％へ、仕入高で 23.1％から 41.8％
へと増加し、さらに在アジア日系企業に占める比重も同期間に売上高で
31.5％から 54.3％へ、仕入高で 32.4％から 57.9％へと急増している。
　在 ASEAN4 日系企業は同期間に売上高は 1.19 倍と増えたものの、在
アジア日系企業の増加率を下回り、さらに仕入高は 0.97 倍と減ってさえ
いる。その結果、在 ASEAN4 日系企業が在アジア日系企業に占める比重
は売上高で 34.6％から 28.9％へ、仕入高で 32.9％から 26.6％へと低下し
ている。さらに、在 NIEs3 日系企業は同期間に売上高・仕入高ともに減
少し（それぞれ 0.76 倍，0.61 倍）、在アジア日系企業に占める比重もそれ
ぞれ 20.1％から 10.8％へ、19.5％から 9.9％へと半減するに至っている。
　先に電気機械の場合、日系企業はアジアに集約していることをみたが、
それは特に中国に集約していることになる。
（a）販売先別売上高構成
　全平均で在中国日系企業が日本向け 28.9％、現地販売 50.8％、第三国
向け 20.3％、同じく在 ASEAN4 日系企業が 31.1％、31.3％、37.6％、在
NIEs3 日系企業が 13.4％、50.4％、36.2％であった。在中国・在 NIEs3 日
系企業は現地販売が最も多いが、それも半分程度にすぎない。在 NIEs3
日系企業の場合は直近では現地販売は第三国向けの比重を下回ってさえ
いる。在 ASEAN4 日系企業は三者とも 30％台の比重を占めており、現
地販売が主流の製造業全体の平均とは大きく異なっている。アジア日系
企業、特に在 ASEAN4 日系企業は現地販売よりも輸出志向がとりわけ高
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いということになる。
（b）調達先別仕入高構成
　全平均で在中国日系企業は日本からが 24.8％、現地調達が 64.8％、第
三国からが 10.4％であった。同じく在 ASEAN4 日系企業は 20.0％、
58.9％、21.1％、在 NIEs3 日系企業は 43.3％、30.3％、26.3％であった。
在中国日系企業と在 ASEAN4 日系企業は現地調達の比重が高く、特に
在中国日系企業は近年現地調達比率をさらに増やして 70％を超えるよう
になっている。それに対して、在 NIEs3 日系企業は日本からの調達が最
も多くなっているが、2010 年以降は第三国からの調達が首位となり、し
かもその比重を年々高めている。
（c）現地法人と日本の親企業間の企業内分業度
　販売面での企業内分業度は平均して在中国日系企業が 95.0％、在
ASEAN4 日系企業が 95.1％、在 NIEs3 日系企業が 92.2％でいずれも全体
平均よりも高い。それに対して調達面での企業内分業度は非常に低く、
在中国日系企業が 67.2％、在 ASEAN4 日系企業が 61.1％、在 NIEs3 日
系企業が 74.6％であった。両者の格差や調達面での企業内分業度の低さ
という点では 3 業種中最も傑出している。このことは、電気機械の場合、
日本へはほぼ独占的に親会社に販売しているのに対して、日本からは親
会社以外の日本企業から調達・輸入する比率が相対的に高いことを意味
している。特に在 ASEAN4 日系企業にはその傾向が強く、日本からの調
達のうち非親企業からの調達は実に 38.9％に上っていることになる。
（d）現地法人と現地の日系企業・地場企業間取引の状況
　現地販売に関しては全平均で在 ASEAN4 日系企業は日系企業向けが
45.5％、地場企業向けが 38.8％で日系企業向けのほうが多い。それに対し
て在中国日系企業はそれぞれ 42.6％、49.2％、同じく在 NIEs3 日系企業
は 35.3％、44.3％で地場企業向けのほうが多い。ただし、在 NIEs3 日系
企業は近年日系企業向けのほうが高くなっている。
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　また現地調達に関しても在中国日系企業は日系企業からの調達 26.8％、
地場企業からの調達 66.0％、在 ASEAN4 日系企業はそれぞれ 31.1％、
49.8％、同じく在 NIEs3 日系企業は 9.9％、61.5％でいずれも地場企業か
らの調達のほうが多い。
　なお、現地の他の外資系企業が占める比重は相対的に高い。特に在
NIEs3 日系企 業ではその比重は販 売で 20.4％、調達で 28.6％、在
ASEAN4日系企業ではそれぞれ 15.7％、19.1％であった。電気機械の場合、
日系企業は現地において地場企業や日系企業にとどまらず、他の外資企
業とも盛んに取引を行っていることを示している。
（e）日系企業所在地と日本の貿易収支への影響
①　日系企業所在地の貿易収支への影響
　在中国日系企業と在 ASEAN4 日系企業の対日貿易収支（B － F）は常
に黒字で、また対第三国貿易収支（D － H）も常に黒字であったから、
全体の貿易収支も恒常的に黒字であった。結果的に日系企業は所在地の
中国や ASEAN4 に対して貿易収支の黒字拡大や改善に貢献しているこ
とになる。これに対して在 NIEs3 日系企業の対日貿易収支（B － F）は
基本的に赤字である（2013 年度を除く）。他方で対第三国貿易収支（D
－ H）は常に黒字を計上し、しかもその黒字額は 2007 年度以降は対日貿
易収支の赤字を上回るようになっている。したがって日系企業は所在地
の NIEs3 に対して常に対日貿易収支の赤字をもたらしてはいるが、全体
の貿易収支は 2007 年度以降は黒字拡大、あるいは改善に貢献しているこ
とになる。
②　日本の貿易収支への影響
　日本からみた在中国日系企業による輸出額は平均して 2813 億円（日本
からの調達額 3126 億円 ×0.9）、輸入額は 5487 億円（日本向け販売額
4938 億円 ÷0.9）で在中国日系企業は日本に 2673 億円の貿易赤字をもた
らしている。しかも近年赤字額が拡大する傾向にある。
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　また日本からみた在 ASEAN4 日系企業による輸出額は平均して 1308
億円（日本からの調達額 1453 億円 ×0.9）、輸入額は 3721 億円（日本向
け販売額 3349 億円 ÷0.9）で在 ASEAN4 日系企業は日本に 2413 億円の
貿易赤字をもたらしている。しかも在中国日系企業の場合と同様に、近
年赤字額は拡大する傾向にある。
　これに対して日本からみた在 NIEs3 日系企業による輸出額は平均で
1258 億円（日本からの調達額（F）1398 億円 ×0.9）、輸入額は 712 億円（日
本向け販売額（B）641 億円 ÷0.9）、差し引き 546 億円の黒字であった。
　以上、統計資料に基づいて 2000 年代以降の日本・東アジア間の分業構
造の一端を明らかにするという観点から東アジア 3 地域における日系企
業（製造業）の海外事業活動について検討してきた。今後はさらに財別
構成（素材・加工品・部品・資本財・消費財）の変化という観点も加え
ることによって日本と東アジア間の分業構造に関する認識を深めていき
たい。
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（注）
（1）拙稿「在中国日系企業（製造業）の行動様式」（奈良学園大学社会科
学学会『社会科学雑誌』第 13 巻、2015 年 12 月、所収）、「在 NIEs3
日系企業（製造業）の行動様式」（同、第 14 巻、2016 年 6 月、所収）、
「在 ASEAN4 日系企業（製造業）の行動様式」（同、第 14 巻、2016
年 6 月、所収）。
（2）その理由については前掲拙稿「在 NIEs3 日系企業（製造業）の行動
様式」を参照されたい。
（3）JETRO『ジェトロ貿易投資白書』2003 年版、JETRO『ジェトロ世
界貿易投資報告』2016 年版、参照。
（4）財務省財務総合政策研究所編『財政金融統計月報』第 717 号、2012
年 1 月、参照。
（5）同上、第 765 号、2016 年 1 月。
（6）経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』第 43 回調査、219 ～
220 ページ。
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